（様式第３号）

業務実績等調査票
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　応募資格要件に係る受託完了実績
東京２３区の自治体、または住民基本台帳の人口２０万人以上（令和８年１月１日現在）の自治体において、令和８年４月１日時点までに、案内業務等（来庁者等に対して対面により案内又は誘導を行う業務。総合案内業務、フロア案内業務、窓口案内業務、受付案内業務等）及び公金収納業務について１年以上の受託完了実績

（１）案内業務等
	契約件名
	契約相手先
	住民基本台帳人口
単位：人
	契約期間
	契約金額
※契約期間総額

	【記載例】
〇〇区総合案内業務委託
	〇〇区
	
	2025.4～2026.3
	10,000,000円

	
	
	
	
	



（２）公金収納業務
	契約件名
	契約相手先
	住民基本台帳人口
単位：人
	契約期間
	契約金額
※契約期間総額

	【記載例】
〇〇市公金収納業務委託
	〇〇市
	〇〇万人
	2025.4～2026.3
	5,000,000円

	
	
	
	
	




２　令和５年度から７年度までにおける受託完了実績（評価に係る受託完了実績）
東京２３区の自治体、または住民基本台帳の人口２０万人以上（令和８年１月１日現在）の自治体において、令和５年度から７年度までにおける案内業務等（来庁者等に対して対面により案内又は誘導を行う業務。総合案内業務、フロア案内業務、窓口案内業務、受付案内業務等）及び公金収納業務について１年以上の受託完了実績。
※上記「１」で記入した実績が本項目においても該当する場合は、再度こちらへ記入の必要はない。

（１）案内業務等
	契約件名
	契約相手先
	住民基本台帳人口
単位：人
	契約期間
	契約金額
※契約期間総額

	
	
	
	
	




（２）公金収納業務
	契約件名
	契約相手先
	住民基本台帳人口
単位：人
	契約期間
	契約金額
※契約期間総額

	
	
	
	
	




※　上記に記入した案件について契約書等の写し（内容を確認できるもの）を添付すること。
※　記入にあたっては、契約年度が新しいものを記入すること。
※ 同一契約で案内業務等及び公金収納業務を実施している場合は、同じ実績を両欄に記載して差し支えない。
※ 東京２３区の自治体における実績を記載する場合は、住民基本台帳人口欄の記載は不要とする。
